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通常学級における
発達障害児の行動観察
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問題と目的
文部科学省（2006）は，平成 18年 5月 1日現在，我が国の小学校に置かれ
る特別支援学級は 24,994学級であり，73,151名の児童が在席していると報告
した。この児童数は，小学校に通う全児童数の約 1.02％ に該当する。その
内，知的障害特別支援学級が最も多く 13,336学級あり 42,085名の児童が在
席し，次いで自閉症児や選択性緘黙症のある児童が対象となる情緒障害特別支
援学級が 8,247学級あり 24,539名の児童が在席している。
廣瀬・東條・寺山（2001）は，通常の学級における自閉症児に対する教育
の現状が明らかにされていないという問題点を挙げ，自閉症児を指導している
54名の担任教師を対象に教育現場の現状を把握するための質問紙調査を実施
した。調査の結果，教科学習時間では自閉症児が参加できる部分が少なく授業
中の大声や関係が無いことを言う等の学習面，行動面に関する問題点が回答さ
れた。休み時間に関しては，遊びスキルやコミュニケーションスキルが劣るた
め友達と遊べないことが問題点として回答された。このような発達障害児の通
常学級における学習行動や仲間からの受け入れ，仲間との関わりに関する研究
は，質問紙を用いた実態把握や意識調査が中心に行われている（Monahan. &
Marino, 1996 ; Ochoa & Olivarez , 1995 ; Taylor , Asher , & Williams,
1987）。
調査研究に加え，通常学級における発達障害児の実際の行動を把握するため
８６
には行動観察法を用いた対象児の行動や対象児を取り巻く環境との相互作用の
測定が必要である。Pellegrini（1996）は，子どもの状況を把握するために
は，子どもが誰と一緒に何をして過ごしているかを記述することが非常に重要
であると指摘している。また，Alberto & Troutman（1986）は，教室でデー
タを収集する意義として，行動を正確に観察・測定することによって，行動を
変容させる最適な方法を決定することが可能となり，ある特定の介入方法の効
果を正確に評価することが可能となると述べている。つまり，学校場面で行動
観察を実施し行動データを収集することにより，通常学級における発達障害児
の実際の行動を理解し，学級に適した教育プログラムや対象児に適した教授法
を選定することが可能となる。しかし我が国では，通常学級における発達障害
児及び特別な配慮が必要な児童を対象とした行動観察研究の報告は非常に少な
い現状である。位頭（1997）は，特別支援学級に在席する 20名の軽度知的障
害のある高学年の児童を対象とし，教科交流における教師の教授行動及び知的
障害のある児童の学習動作，知的障害児と級友間のコミュニケーション行動を
標的として行動観察を行った。観察の結果，知的障害のある児童の学習動作の
割合は，理科が平均 51％，音楽が平均 67％，図工が平均 73％であった。ま
た，知的障害のある児童に対する教師の特別な対応や指導上の配慮が不十分で
あることが示された。また，知的障害のある児童と級友間のコミュニケーショ
ン行動は級友同士のコミュニケーション行動と比較して生起頻度が低いことが
分かった。原・藤田・竹島・松見（2006）は，通常学級に在席する特別な配
慮が必要とされる小学 2年生の男子児童 2名を対象に，直接観察による学習
動作及び学習外動作の機能的行動アセスメントを行った。アセスメントの結
果，不適切な発話や手遊びといった学習外動作の先行状況と行動に随伴する結
果が対象児童間で異なることが明らかとなり，授業場面での機能的行動アセス
メントの有効性を示した。また，柘植・武蔵・小林（1992）は，養護学校を
対象として教師が自分の授業をモニターし，その結果を次の授業に生かしてい
くことができることを目的とした授業分析システムの開発を行った。
行動観察法を用いた発達障害児の通常学級における行動や休み時間の遊び行
８７通常学級における発達障害児の行動観察
動の実態把握に関する研究報告は少なく，実際の学校場面における発達障害児
の行動は不明瞭な点が多い。本研究の目的は，公立小学校の特別支援学級に在
席する 3名の発達障害児を対象とした直接観察による授業中と休み時間の行
動観察を実施し，漓発達障害児及び級友の授業場面における授業参加行動，滷
休み時間の遊び行動，を明確にすることである。このような行動観察を通して
学校生活場面における発達障害児に必要とされる支援方法を考察する。
方 法
1．対象児
対象児は公立小学校の特別支援学級に在籍する 1年生女児 2名（以下，対
象児 A 及び対象児 B），5年生男児 1名（以下，対象児 C）であった。
対象児 A 及び対象児 B は軽度の知的障害のある二卵性双生児であった。対
象児は算数のみ特別支援学級で授業を受け，その他の科目は通常学級で授業を
受けた。通常学級のクラスは 35人編成であり，対象児 A 及び対象児 B は異
なるクラスで授業を受けた。対象児 A 及び対象児 B は日常のコミュニケーシ
ョンには十分な言語スキル能力を有していた。
対象児 C は自閉性障害の診断を受けており，体育，音楽，図工，家庭科は
40人編成の通常学級で授業を受け，その他の授業は特別支援学級で受けた。
一語文の要求語が低頻度で見られ，「座る」，「立つ」などの簡単な指示の理解
は可能であった。漏声や「ガガガガ」とのどを鳴らす奇声が頻繁に観察され
た。
対象児 A 及び対象児 B の通常学級での授業観察時，対象児の前後左右いず
れかに座席する級友 2名を任意に選択し，対象児 A に関しては 3 授業で 6
名，対象児 B に関しては 5授業で 10名，対象児と同様の手続きを用いて授
業中の行動観察を行った。
８８ 通常学級における発達障害児の行動観察
2．観察場面及び観察方法
通常学級及び特別支援学級での授業場面，休み時間の対象児の行動を直接観
察により記録した。
授業場面は 1日に 1−2回，授業開始後 5−10分後より 10分間，10秒のイ
ンターバル記録法を用いて対象児の学習動作及び学習外動作を記録した。教室
の構造がオープンスペースであったため，対象児の後方の廊下から観察を行っ
た。通常学級では全クラスで加配教員やボランティア補助が対象児につくこと
はなかった。特別支援学級では対象児 A 及び対象児 B，対象児 C 及びもう 1
人の特別支援学級に在籍する児童の各 2名が特別支援学級担任教師 1名から
授業を受けた。対象児 C における音楽，図工，家庭科の授業は専科教員 1名
が授業を行った。対象児 A の授業場面の行動観察は，通常学級で 10回（生活
4回，図書 3回，体育 2回，国語 1回），特別支援学級で 2回（国語，算数各
1回）実施した。対象児 B に関しては，通常学級で 12回（生活，図工各 4
回，体育国語，音楽，テスト各 1回），特別支援学級で 2回（算数 2回）行動
観察を行った。対象児 C に関しては通常学級で 13 回（体育 5 回，図工 4
回，家庭科，理科，生活，習字各 1回），特別支援学級で 2回（算数 2回）行
動観察を行った。また，対象児 A の級友に関しては通常学級で 3回（図書 3
回），対象児 B の級友に関しては通常学級で 5回（図工 3回，生活，テスト各
1回）行動観察を行った。
休み時間は授業終了後 10分間，10秒のインターバル記録法を用いて対象児
の遊び行動を記録した。休み時間の観察回数は，対象児 A が 5回，対象児 B
が 3回，対象児 C が 4回であった。
行動観察の結果は平均インターバル生起率で示した。算出方法は，10分間
の観察場面を 1インターバル 10秒の 60インターバルに区切り，標的行動が
生起したインターバル数を 60で割り，100をかけて百分率で示した値の平均
値である。
８９通常学級における発達障害児の行動観察
3．標的行動
本研究の標的行動は，約 2週間の予備観察に加え授業場面における授業参
加行動は位頭（1997），柘植・武蔵・小林（1992）の行動カテゴリーを参考に，
休み時間の遊び行動は Rubin（1989）の行動カテゴリーを参考に構成した。
授業場面における対象児の授業参加行動は，「学習動作」と「学習外動作」
に分けて記録した。「学習動作」とは教師の指示に従う，教科書を読む，黒板
を写す，プリント課題に取り掛かる，作品を作成する等の学習に関わる全ての
行動とした。「学習外動作」は「無目的行動」，「傍観的行動」，「物を扱う行
動」の 3つの行動カテゴリーから構成され，「無目的行動」とは，注意の焦点
が明確でなく，特定の行動に従事しないことであり，例えば，天井や窓の外を
じっと見ている等の行動とした。自己刺激行動及び常同行動も「無目的行動」
に含めた。「傍観的行動」とは，対象児が教師や級友の活動をただ「傍観」す
る行動であり，他者との相互作用は生起せず，学習活動にも従事しない行動と
した。「物を扱う行動」とは，対象児が学習とは無関係に「物を扱う行動」に
従事することであり，例えば，消しゴムやおはじきで遊ぶ行動とした。
遊び場面では，1人またはそれ以上の級友と遊びに従事する「集団遊び」，1
人で遊びに従事する「孤立遊び」，物をこすり合わせたり，体の一部を動かし
続ける「自己刺激・常同行動」，他児との相互作用は生起せず，物を扱った
り，見たりする「物を扱う行動」，他児の行動や活動を見たり聞いたりする
「傍観」，目標や焦点が欠如している「無目的行動」，ある活動から他の活動に
移動する，または，活動の準備をしたり片付けたりする「移行」の 7カテゴ
リーに分けて記録した。
4．観察の信頼性
通常学級における授業場面の観察に関して，7つの授業で 2名の観察者間に
て標的行動として記録した授業参加行動の一致率を算出した。観察者は第一著
者と記録方法の訓練を受けた心理学専攻の大学院生 2名であった。一致率の
算出方法は全 60インターバルにおける観察者間の評定が一致したインターバ
９０ 通常学級における発達障害児の行動観察
ルの割合とした。全ての行動カテゴリーの平均一致率は 87.6％（75.0％－
95.0％）であった。
結 果
1．授業場面における授業参加行動
Fig. 1に通常学級及び特別支援学級での授業場面における対象児 A 及び級
友の授業参加行動の平均インターバル生起率（％）を示した。縦軸は平均イン
ターバル生起率（％），横軸は授業参加行動を示す。Fig. 1から，対象児 A の
「学習動作」及び「学習外動作」は通常学級と特別支援学級間で違いがないこ
とが分かる。通常学級での授業場面で級友と比較した場合，対象児 A の「学
習動作」は 77.6％（範囲：39.2％－98.3％）であり，級友の 65.9％（範囲：
36.7％－88.2％）よりも僅かに高いことが分かる。対象児 A は通常学級での
授業中の取り組みがよく，国語の本読みや体育でのドッジボールや縄跳びに担
任の援助を受けながらも積極的に参加している様子が観察された。級友の「学
習動作」の低さは観察した 3授業が全て図書であり，授業の自由度が高かっ
Fig. 1 授業場面における対象児 A 及び級友の学習動作と
学習外動作のインターバル生起率．
９１通常学級における発達障害児の行動観察
たことが影響していると考えられる。また，「学習外動作」の「傍観的行動」
では，級友が 30.1％（範囲：5.9％－61.7％）であり，対象児 A の 7.9％（範
囲：0％－46.7％）よりも高い値を示すことが分かった。
Fig. 2に通常学級及び特別支援学級での授業場面における対象児 B 及び級
友の授業参加行動の平均インターバル生起率（％）を示した。Fig. 2から，対
象児 B の「学習動作」に関して，特別支援学級では 67.5％（範囲：53.3％－
81.7％）であり，通常学級の 57.9％（範囲：5.0％－98.3％）と比較して僅か
に高いことが分かった。通常学級における級友の「学習動作」は 90.7％（範
囲：71.7％－100％）であり，対象児 B と比較して高い値を示すことが分かっ
た。「学習外動作」では，「無目的行動」が通常学級では 22.5％（範囲：0％－
68.3％）と比較的高く，「物を扱う行動」が特別支援学級では 25.8％（範囲：
10.0％－41.7％）と比較的高い値を示すことが分かった。国語のプリント課題
や図工の作業などへの取り組みは良かったが，生活のチラシ作りや話し合いな
ど自由度の高い授業では，何もせずにいることや手を目の前でひらひらさせる
行動が観察された。
Fig. 3に通常学級及び特別支援学級での授業場面における対象児 C の授業
Fig. 2 授業場面における対象児 B 及び級友の学習動作と
学習外動作のインターバル生起率．
９２ 通常学級における発達障害児の行動観察
参加行動の平均インターバル生起率（％）を示した。Fig. 3から，対象児 C
の「学習動作」は，通常学級の 41.3％（範囲：0％－95.0％）と比較して，特
別支援学級では 73.3％（範囲：61.7％－85.0％）と高い値を示すことが分か
った。「学習外動作」では，「物を扱う行動」が通常学級では 32.7％（範囲：0
％－100％）であり，特別支援学級の 5.0％（範囲：0％－10％）と比較して高
い値を示すことが分かった。通常学級では体育のバスケットボールや跳び箱で
は周りの児童に合わせて順番を待ち取り組むことができていたが，図工の版画
や針金細工，理科の振り子作りなど内容が複雑な授業では極めて「学習動作」
が低く（6授業中 4授業で 0％），立ち歩くことは無いが，授業の大半は教材
を用いて 1人で遊んでいた。
2．休み時間における遊び行動
Table 1に全ての対象児の休み時間における遊び行動の平均インターバル生
起率を示した。Table 1から，対象児 A 及び対象児 C は「集団遊び」の生起
率が低く，対象児 A は 20.3％（0％－78.3％），対象児 C は 0％であった。
対象児 A は「傍観」が 24.7％（範囲：0％－76.7％），「無目的行動」が 20.0
Fig. 3 通常学級及び特別支援学級における対象児 C の学
習動作と学習外動作のインターバル生起率．
９３通常学級における発達障害児の行動観察
％（範囲：3.3％－46.7％），「物を扱う行動」が 19.7％（範囲：0％－40％）
と高い値を示し，1人でうろうろ歩くことや級友の遊びを見ていることが多か
った。対象児 B は「集団遊び」が 43.3％（範囲：15.0％－81.7％），「移行」
が 18.3％（範囲：0％－30％）と高い値を示し，級友が対象児 B を遊びに誘
い，大縄跳びやドッジボールを楽しんでいる様子が観察された。対象児 C は
「孤立遊び」が 40.4％（範囲：0％－100％）と一番高く，「無目的行動」が
23.3％（範囲：0％－86.7％），「物を扱う行動」が 21.3％（範囲：0％－85.0
％）と高い値を示し，遊具で 1人で遊んでいたり，休憩時間中，机を擦って
いたりする場面が多く観察された。
考 察
本研究では，行動観察法の 1つであるインターバル記録法を用いて，通常
学級及び特別支援学級における 3名の発達障害児の授業参加行動と遊び行動
を把握するため，授業時間と休み時間における行動の観察を行った。対象児
A 及び対象児 B は軽度の知的障害，対象児 C は言葉によるコミュニケーショ
ンが極めて困難な知的障害を伴う自閉症といった障害の違いがあるため，対象
児 A 及び対象児 B と対象児 C を分けて順に考察を行う。
1年生の対象児 A 及び対象児 B は，通常学級と特別支援学級における「学
習動作」の割合に学級間で大きな差は見られなかった。対象児 B の方が対象
Table 1 休み時間における対象児別の遊び行動のインターバル生起率．
括弧内の値は行動観察を実施した休み時間数を示す．
対象児 C（4）
0
40.4
11.7
21.3
3.3
23.3
0
対象児 B（3）
43.3
6.7
2.8
5.0
9.4
14.4
18.3
対象児 A（5）
20.3
11.0
1.3
19.7
24.7
20.0
3.0
集団遊び
孤立遊び
常同行動
物を扱う行動
傍観
無目的行動
移行
９４ 通常学級における発達障害児の行動観察
児 A と比較して学習に参加する割合は低く，通常学級では級友が取り組む割
合の高い授業内容であっても取り組めないことが多いことが分かった。休み時
間の遊び行動では，対象児 A 及び対象児 B 共に集団遊びに参加する割合は高
くないが，対象児 A が顕著に集団遊びに参加できていないことが分かった。
行動観察の結果，同学年で同様の障害を持ち同様の授業編成を組んでいる対象
児童であっても実態は異なり，対象児 A は主に社会性，対象児 B は主に学習
面というように支援で重点を置く必要のある点は異なることが示唆された。
5年生の対象児 C は通常学級では学習動作の割合が低かったが，特別支援
学級では比較的学習に取り組めていることが分かった。通常学級では高学年に
なり図工や家庭科といった副教科の内容も複雑であり，教師の指示に従えない
場面が多く観察された。授業で要求されていることが分からず，教材を使って
遊んでいることが多かった。観察時間外に著者が対象児 C に対して個別に課
題の説明を行い，モデルを示すことによって図工の彫刻などには取り組むこと
ができ，特別支援学級では学習への取り組みが良好であったことから，通常学
級における team teaching（TT）での指導や自閉症支援のマニュアル（廣瀬
ら，2001）等が必要であるように思われる。休み時間の観察からは，全く集
団遊びに参加せず，1人で時間を過ごしている実態が確認された。
これらの行動観察の結果から，授業中及び休み時間における対象児の行動が
明らかとなり，学校場面における問題点が示された。発達障害児の学校適応を
促す支援方法として応用行動分析学の諸技法を用いた指導や介入プログラムの
有効性が示されており（e.g., Alberto & Troutman, 1986 ; Attwood, 2000 ;
Harrower & Dunlap, 2001；山本・池田，2005），行動観察の結果を基に対象
児 B に対して有効と思われる行動的な支援方法を考察する。通常学級におけ
る授業中の対象児 B の「学習外動作」を分析すると，最も多い「無目的行
動」では，授業の対象に注意を向けず何もしていないことが多く，次に「物を
扱う行動」では，はさみで机を叩き続けたり，消しゴムで遊んだりしているこ
とが多かった。対象児 A に対しては，注意が逸れないように机の上を整理さ
せ，授業の対象に注意を向かせるために個別の声かけを行う必要がある。学習
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動作に従事している時は言語的賞賛や，肩を軽くたたいたり頭をなでるなどを
行い，対象児に注目し承認していることを示す社会的強化子を用いることによ
り，適切な行動を増加させることが可能であると思われる。また，教室場面で
仲間媒介法を用いた介入の有効性が数多く報告されており（Heron, Welsch,
& Goddard, 2003；吉利・手島・小宮・藤井，2001），学級介入として仲間媒
介法を実施することにより，対象児 B の学習動作を増加させることが可能で
あると思われる。Mortweet et al.（1999）は，仲間媒介法の 1つである学級
全体ピア・チュータリング（classwide peer tutoring ; CWPT）の一連の手続
きを軽度の知的障害児が在席する通常学級で実施し，知的障害児のスペルテス
トの成績が向上し，授業に参加する割合が増加することを示した。
休み時間に関しては，集団遊びへの参加を促すような教師からの働きかけは
3名の対象児に関して一度も観察されなかった。仲間との有意義で生産的な関
係を形成することは，言語やコミュニケーション能力，向社会的行動の発達を
促し（Guralnick, 1990），保護者は統合教育，交流教育に級友との関わりを通
して社会性の発達を期待している（高橋，1992）。このことから，休み時間の
遊び場面において対象児が他児との関わりを形成するために積極的な援助を行
う必要があると思われる。対象児 A は体育のドッジボールの授業への取り組
みは 92％であり，担任の指導下ではルールのある集団での遊びに従事するこ
とは可能であるが，休み時間の「集団遊び」への参加の割合は 14.3％と非常
に低く，遊び方が分かっていても休み時間には集団遊びに参加できていない状
況が観察された。対象児 B は休み時間になると遊びに誘ってくれる級友が数
名存在したため，集団遊びに参加できるといった状況が頻繁に観察された。こ
のことから，級友に発達障害児に対する社会的な働きかけ方や適切な関わり方
を指導する仲間媒介法を用いた介入プログラムが対象児 A の休み時間の支援
として有効であると思われる（Pierce & Schreibman, 1995 ; Strain &
Odom, 1986）。
以上のように，学校場面で学習への参加を促進し，仲間との良好な相互作用
を形成するための介入プログラムは数多く報告されているが，Pellegrini
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（1996）は，介入プログラムを計画し実行する前には，対象児童の行動観察を
行う必要があることを強調している。つまり，アセスメントの段階で行動観察
を行い，観察結果に基づいた介入計画を立案する必要がある。
特殊教育から特別支援教育へと変遷し，個別支援計画（IEP）に代表される
個人のニーズに合わせた教育的支援が求められている。また，発達障害児の学
校適応に関する教育プログラムが多く開発されている現在，行動観察法を用い
た発達障害児の実態把握，及び行動観察に基づいた介入がより多く行われる必
要があると思われる。
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